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係る届出がされ、別紙等が添付されている場合は、内容の重複
する別紙等の添付は不要とすること。 

係る届出がされ、別紙等が添付されている場合は、内容の重複
する別紙等の添付は不要とすること。 

46 地域密着型特定施設入居者生活介護 
① 「施設等の区分」については、指定地域密着型特定施設であ

って、指定地域密着型サービス基準第 110 条第４項に規定する
サテライト型特定施設でないもののうち、有料老人ホームの場
合は「有料老人ホーム」と、軽費老人ホームの場合は「軽費老
人ホーム」と、養護老人ホームの場合は「養護老人ホーム」と
記載させること。また、サテライト型特定施設であるもののう
ち、有料老人ホームの場合は「サテライト型有料老人ホーム」
と、軽費老人ホームの場合は「サテライト型軽費老人ホーム」
と、養護老人ホームの場合は「サテライト型養護老人ホーム」
と記載させること。 

② 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 110 条に規定する員数を配置していない場合
に欠員該当職種を記載させること。 

③ 「身体拘束廃止取組の有無」については、大臣基準告示第 60
号の２に該当する場合に「減算型」と記載させること。 

④ 「入居継続支援加算」については、特定施設入居者生活介護
と同様であるので、16⑤を準用されたい。 

⑤ 「生活機能向上連携加算」については、特定施設入居者生活
介護と同様であるので、16⑥を準用されたい。 

⑥ 「個別機能訓練体制」については、特定施設入居者生活介護
と同様であるので、16⑦を準用されたい。 

⑦ 「夜間看護体制」については、特定施設入居者生活介護と同
様であるので、16⑧を準用されたい。 

⑧ 「若年性認知症入居者受入加算」については、特定施設入居
者生活介護ど同様であるので、16⑨を準用されたい。 

⑨ 「看取り介護加算」については、特定施設入居者生活介護と
同様であるので、16⑩を準用されたい。 

⑩ 「認知症専門ケア加算」については、特定施設入居者生活介

43 地域密着型特定施設入居者生活介護 
① 「施設等の区分」については、指定地域密着型特定施設であ

って、指定地域密着型サービス基準第 110 条第４項に規定する
サテライト型特定施設でないもののうち、有料老人ホームの場
合は「有料老人ホーム」と、軽費老人ホームの場合は「軽費老
人ホーム」と、養護老人ホームの場合は「養護老人ホーム」と
記載させること。また、サテライト型特定施設であるもののう
ち、有料老人ホームの場合は「サテライト型有料老人ホーム」
と、軽費老人ホームの場合は「サテライト型軽費老人ホーム」
と、養護老人ホームの場合は「サテライト型養護老人ホーム」
と記載させること。 

② 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 110 条に規定する員数を配置していない場合
に欠員該当職種を記載させること。 

③ 「個別機能訓練体制」については、特定施設入居者生活介護
と同様であるので、14④を準用されたい。 

④ 「夜間看護体制」については、特定施設入居者生活介護と同
様であるので、14⑤を準用されたい。 

⑤ 「看取り介護加算」については、特定施設入居者生活介護と
同様であるので、14⑥を準用されたい。 

⑥ 「認知症専門ケア加算」については、特定施設入居者生活介
護と同様であるので、14⑦を準用されたい。 

⑦ 「サービス提供体制強化加算」については、特定施設入居者
生活介護と同様であるので、14⑧を準用されたい。 

⑧ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑦を準用されたい。 
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護と同様であるので、16⑪を準用されたい。 
⑪ 「サービス提供体制強化加算」については、特定施設入居者

生活介護と同様であるので、16⑫を準用されたい。 
⑫ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である

ので、２⑧を準用されたい。 
47 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用） 
① 「職員の欠員による減算の状況」については、地域密着型特

定施設入居者生活介護と同様であるので、46②を準用されたい。 
② 「夜間看護体制」については、特定施設入居者生活介護と同

様であるので、16⑧を準用されたい。 
③ 「若年性認知症入居者受入加算」については、特定施設入居

者生活介護と同様であるので、16⑨を準用されたい。 
④ 「サービス提供体制強化加算」については、特定施設入居者

生活介護と同様であるので、16⑫を準用されたい。 
⑤ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である

ので、２⑧を準用されたい。 

44 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用） 
① 「職員の欠員による減算の状況」については、地域密着型特

定施設入居者生活介護と同様であるので、43②を準用されたい。 
② 「夜間看護体制」については、特定施設入居者生活介護と同

様であるので、14⑤を準用されたい。 
③ 「サービス提供体制強化加算」については、特定施設入居者

生活介護と同様であるので、14⑧を準用されたい。 
④ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である

ので、２⑦を準用されたい。 

48 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
① 「施設等の区分」については、指定地域密着型介護老人福祉

施設であって指定地域密着型サービス基準第 158 条に規定する
ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設でないもののう
ち、第 131 条第４項に規定するサテライト型居住施設に該当し
ない場合は「地域密着型介護老人福祉施設」と、サテライト型
居住施設に該当する場合は「サテライト型地域密着型介護老人
福祉施設」と、それぞれ記載させること。また、ユニット型指
定地域密着型介護老人福祉施設のうち、サテライト型居住施設
に該当しない場合は「ユニット型地域密着型介護老人福祉施設」
と、サテライト型居住施設に該当する場合には「サテライト型
ユニット型地域密着型介護老人福祉施設」と、それぞれ記載さ
せること。 

② 「人員配置区分」については、施設基準第 38 号ロ又はハに該
当する場合には「経過的施設」と、それ以外の場合は「経過的

45 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
① 「施設等の区分」については、指定地域密着型介護老人福祉

施設であって指定地域密着型サービス基準第 158 条に規定する
ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設でないもののう
ち、第 131 条第４項に規定するサテライト型居住施設に該当し
ない場合は「地域密着型介護老人福祉施設」と、サテライト型
居住施設に該当する場合は「サテライト型地域密着型介護老人
福祉施設」と、それぞれ記載させること。また、ユニット型指
定地域密着型介護老人福祉施設のうち、サテライト型居住施設
に該当しない場合は「ユニット型地域密着型介護老人福祉施設」
と、サテライト型居住施設に該当する場合には「サテライト型
ユニット型地域密着型介護老人福祉施設」と、それぞれ記載さ
せること。 

② 「人員配置区分」については、施設基準第 38 号ロ又はハに該
当する場合には「経過的施設」と、それ以外の場合は「経過的


